
（令和元年9月6日更新）＿

人 人 人 人
人 人 ％ ％
％ ％ ％ 人 人
人 ％ ％
人 人 人
％ k㎡ 人 ％ ％

経常経費充当
　一般財源等計

経常収支比率
（ ）

歳入一般財源等

歳 入 歳 出 差 引地 方 税 6,562,803 23.7   6,562,803 58.8   

-

議 員 公 務 災 害 し 尿 処 理

う ち 消 防 職 員
う ち 技 能 労 務 員

0.4   108,286 1.0   6,531,949 99.5   -
6,531,949 

山 振 × 実 質 収 支
単 年 度 収 支

地 方 特 例 交 付 金 41,844 

目 的 別 歳 出 の 状 況

（ 単位 ：千円 ・ ％ ）歳 入 の 状 況 （ 単位 ：千円 ・ ％ ）市 町 村 税 の 状 況

99.5   - 低 開 発 ×

老 人 福 祉

退 職 手 当
事 務 機 共 同
税 務 事 務

伝 染 病

地 方 譲 与 税

区 分 区 分

指 定 団 体 等 の
指 定 状 況

108,286 

156,555 2.4   -
39.0   -

区 分 人 口 世 帯 数
人 口 集 中
地 区 人 口

産 業 構 造 （ 下 段 ： 構 成 比 ）

市 町 村 類 型

4.1
　　  と     み  ぐすく   し2,962 3,003

地 方 交 付 税 種 地

世帯
世帯

3,185
沖 縄 県

Ⅱ－１区 分 Ｈ 27 年 国 調 Ｈ 22 年 国 調
都道府県名　47 団 体 名　　2123

第 １ 次 産 業
830 912
3.7平 成 30 年 度 国 勢 調 査

Ｈ 27 年 61,119 21,780 39,139
Ｈ 22 年 57,261 19,332 37,788

決 算 状 況
Ⅰ－４住 民 基 本

台 帳

Ｈ31．3．31 64,163 
面 積 人 口 密 度

13.1 13.4
増 減 率 6.7 12.7 3.6 

第 ２ 次 産 業

83.2 82.5
豊 見 城 市Ｈ30．3．31 63,695 

第 ３ 次 産 業
18,846 18,439

増 減 率 0.7 19.19

区 分 平成30年度（千円） 平成29年度（千円）

決 算 額 構 成 比
経 常 一 般
財 源 等 構 成 比 徴 収 済 額 構 成 比

27,446,587 
旧 工 特 × 歳 出 総 額 26,913,686 26,893,837 超 過 課 税 分
旧 新 産 ×

収
　
支
　
状
　
況

歳 入 総 額 27,635,285 

721,599 
旧 産 炭

552,750 

537,815 111,568 
183,784 441,182 

利 子 割 交 付 金 5,302 0.0   5,302 0.0   3,073,461 46.8   
× 翌 年 度 に 繰 り 越 す べ き 財 源

市 町 村 民 税
39,305 

株式等譲渡所得割交付金 7,615 0.0   7,615 0.1   2,556,361 
86,057 1.3   - 過 疎 ×配 当 割 交 付 金 8,801 0.0   8,801 0.1   内

 
訳

219,077 
地 方 消 費 税 交 付 金 1,043,662 3.8   1,043,662 9.3   

426,247 
首 都 × 積 立 金 3,523 
近 畿 × 繰 上 償 還 額 - -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 31,256 0.1   31,256 0.3   積 立 金 取 崩 し 額 - 700,000 
0.2   41,844 0.4   2,969,361 

274,488 4.2   - 中 部 ×
固 定 資 産 税 △ 441,618 45.2   -

×
特 別 交 付 税

地 方 交 付 税 3,510,186 12.7   3,230,055 29.0   うち純固定資産税 2,897,900 44.2   -

4.0   -
軽 自 動 車 税

2,791 一
般
職
員
等

一 般 職 員

-

財 政 健 全 化 等 × 実 質 単 年 度 収 支 429,770 
１ 人 当 た り 平 均
給 料 月 額 （ 百 円 ）内

訳

普 通 交 付 税 3,230,055 11.7   3,230,055 29.0   223,350 3.4   
指数表選定 ○

区 分 （H30．4．1現在）
職員数
（人） 給料月額（百円）- 財 源 超 過

2,689 

83,464 2,878 
-

教 育 職 員 29 

合 計 379 1,060,435 2,798 

-
280,126 1.0   - - 265,777 

-- -

350 976,971 市町村たばこ税
58 155,937 震災復興特別交付税 5 0.0   - - -

- -（　一 般 財 源　　計　） 11,319,755 40.9   11,039,624 99.0   
-鉱 産 税

特別土地保有税

455,570 1.6   - - 30,854 0.5   
-交通安全対策特別交付金 5,544 0.0   5,544 0.1   -

使 用 料 366,476 1.3   - - 30,854 0.5   -法 定 目 的 税
-分 担 金 ・ 負 担 金

0.4   - - 内
 

訳
都 道 府 県 支 出 金 3,818,608 13.8   -

-
一 部 事 務 組 合 へ の 加 入 状 況- - -

財 産 収 入 156,218 0.6   99,841 0.9   ○

特 別 職 等
定数
（人）

適 用 開 始
年 月 日

１人当たり平均給料
（報酬）月額（百円）

ラ ス パ イ レ ス 指 数 98.2   -

-
市 長 1 Ｈ17．4．1 830,000 - - - ○

都 市 計 画 税
水利地益税等

国 庫 支 出 金 5,546,099 20.1   - - - -
30,854 0.5   手 数 料 109,082 入 湯 税

事 業 所 税

○ 副 市 長 1 Ｈ17．4．1 684,000 
繰 入 金 265,870 1.0   - -

- - - 非常勤公務災害 ○寄 附 金 156,302 0.6   - -
○ 教 育 長 1 

ご み 処 理
Ｈ17．4．1 626,000 合 計 6,562,803 100.0   - ○
Ｈ29．4．1 442,000 1 

火 葬 場
常 備 消 防

0.0   ×
× × 議 会 議 長繰 越 金 492,750 1.8   - -

市 税 徴 収 率 × 議会副議長小 学 校 1 Ｈ29．4．1 395,000 
地 方 債 4,117,594 14.9   - - × 議 会 議 員 20 Ｈ29．4．1 371,000 

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計
×
× ○

諸 収 入 825,417 3.0   4,197 

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 695,594 2.5   - - 98.8 %
うち減収補填債(特例分) - - - -

37.6 % 97.1 % 後期高齢者医療 〇

区 分
中 学 校

介 護 保 険

平成30年度（千円）

※減収補填債(特例分)及び臨時財政対策債を含めた経常一般財源等総額 11,844,800 98.6 % 39.6 % 96.7 %
歳　　入　　合　　計 27,635,285 100.0   11,149,206 100.0   98.8 % 35.5 % 97.4 %

（ 単位 ：千円 ・ ％ ）性 質 別 歳 出 の 状 況

構 成 比
充 当 一 般
財 源 等

経常経費充当
一 般 財 源 等

経常収支
比 率 決 算 額 Ａ 構 成 比区 分区 分

Ａのうち 普通
建 設 事 業 費決 算 額

Ａ の 充 当
一 般 財 源 等

基 準 財 政 収 入 額 5,965,219 5,682,360 
基 準 財 政 需 要 額 9,238,155 9,040,176 

平成29年度（千円）区 分（ 単位 ：千円 ・ ％ ）

人 件 費 2,985,364 11.1   2,741,117 2,731,538 23.1   
う ち 職 員 給 18.3   2,811,119 1,888,480 7.0   1,713,493 - - 総 務 費 4,934,328 

議 会 費 218,487 
1,953,648 標 準 財 政 規 模 11,537,826 11,288,492 

7,612,177 7,263,297 0.8   - 218,487 標 準 税 収 入 額 等

0.63   0.61   
公 債 費 2,033,706 7.6   1,858,584 1,858,584 15.7   衛 生 費 1,314,745 

民 生 費 11,117,426 41.3   45,581 4,282,084 財 政 力 指 数扶 助 費 8,275,577 30.8   2,231,738 2,230,716 18.8   
1.0   4.9   （％） 4.7   

13.5   
元 利 償 還 金 （ 利 子 ） 236,442 0.9   206,849 206,849 1.7   農 林 水 産 業 費 425,893 1.6   

0.1   - 12,271 公 債 費 負 担 比 率 （％） 13.8   
256,026 135,620 

0.0   1,341 1,341 0.5   5,421 86,832 実 質 赤 字 比 率0.0   商 工 費 146,596 

6,378 

維 持 補 修 費 442,665 1.7   

（　義 務 的 経 費　　計　） 13,294,647 49.5   6,831,439 6,820,838 57.6   
2,809,391 10.4   1,994,513 1,697,777 14.3   

27,569,384 

851,090 2,042,884 加 入 世 帯 数 8,126 世帯

-
3,132,404 4,097,676 

補 助 費 等 1,515,421 5.6   1,090,790 827,783 

物 件 費
1,078,853 886,331 

-

70,157 453,607 
-連結実質赤字比率

内

訳

元 利 償 還 金 （ 元 金 ） 1,795,923 6.7   1,650,394 1,650,394 13.9   労 働 費 13,754 

一 時 借 入 金 利 子 1,341 

（千円） △ 802,796 
地 方 債 現 在 高 29,891,055 

消 防 費 521,040 1.9   
7.0   土 木 費 1,885,422 

うち臨時財政対策債現在高

合 計
上 水 道

3,260,351 

550,962 
2,033,706 7.6   1,858,584 

337,957 296,040 2.5   教 育 費 4,302,289 16.0   2,436,551 1,708,114 

健 全 化
判 断 比 率

災 害 復 旧 事 業 費
失 業 対 策 事 業 費

内
　
訳

1,341,169 

11,060,664 

積 立 金 173,525 0.6   21,164 961,859 
公営事業等への繰出（千円 ） 国民健康保険事業会計の状況

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整 基 金
減 債 基 金

その他特定目的基金

2.2   552,974 468,927 4.0   公 債 費

再差引収支

うち一部事務組合負担金 552,974 

実 質 収 支 （千円） △ 726,545 

539,817 

投 資 ・ 出 資 金 ・ 貸 付 金 11,548 0.0   8,548 8,548 0.1   
前 年 度 繰 上 充 用 金

11.9   歳　出　合　計 26,913,686 100.0   6,703,763 12,737,985 繰 出 金 1,962,726 7.3   1,626,166 1,409,678 

2,054,792 
3,464,538 12.9   

489,699 
--

3,564,993 
- - - 9,152 

7,476,796 7,339,759 

被 保 険 者 数 14,546 人 -
2,281,314 

6,703,763 24.9   827,408 後 期 高 齢 者 医 療

そ の 他う ち 単 独 事 業 費

投 資 的 経 費 6,703,763 24.9   827,408 下 水 道 323,026 
国 民 健 康 保 険 643,193 う ち 人 件 費 118,255 0.4   118,255 千円

普 通 建 設 事 業 費

0 千円
被保険者
１人当たり

保 険 税 収 入 額 77
（減収補填債(特例分)及
び臨時財政対策債除く）- - - 千円

- - -

う ち 補 助 事 業 費 3,239,225 12.0   

合 計 1,971,878 保 険 給 付 費 313 千円歳　　出　　合　　計 26,913,686 100.0   12,737,985 13,459,584 千円
国 庫 支 出 金

6,384 
-

207,982 93.4% 99.2% 介 護 保 険
619,426 

-505,534 

収 益 事 業 収 入

債 務 負 担
行 為 額
（ 支 出

予 定 額 ）

土 地 開 発 基 金 現 在 高

物 件 等 購 入
保 証 ・ 補 償
そ の 他
実 質 的 な も の

合 計
1,274 

うち純固定資産税

普 通 税
う ち 市 民 税

7.0   災 害 復 旧 費

8.9   8.3   

1,747,530 1,684,007 

実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率 115.0   82.6   

- - -

-
-

※健全化判断比率における「－」の表記は､実質赤字額又は連結実質赤字額がないことを表す｡

55 1,142,407 実 質 収 支 比 率

個人均等割
所 得 割
法人均等割
法 人 税 割

普 通 税

目 的 税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

法 定 外 目 的 税


